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知的基盤整備計画の経緯

○「知的基盤」とは、我が国の国際競争力の維持・強化、イノベーション促進、企業活動の信頼性向上、
ものづくり基盤、安全・安心の確保等を目的に、公共財として整備するソフトインフラ。

○経済産業省では平成１３年度より、産構審・JISC合同会議にて、知的基盤整備計画を策定・実行。

○第1期（平成13年度～22年度）では、
① 民間団体が整備するもの：材料（ガラス組成物性・ファインセラミックス物性）
② 法律の執行業務として整備するもの：生活・安全（人間特性・製品事故情報等）、化学物質
③ 国家として取り組む必要性から整備するもの：計量標準、微生物遺伝資源、地質情報
が存在。
→欧米レベルに追いつく量的な目標を掲げ、1期末までに達成

○第2期（平成23年度～32年度）は、③のみを対象に計画を策定・実行中。実施機関は以下の
とおり。
・ 計量標準：産業技術総合研究所 計量標準総合センター（NMIJ）
・ 微生物遺伝資源：製品評価技術基盤機構（NITE） バイオテクノロジーセンター
・ 地質情報：産業技術総合研究所 地質調査総合センター（GSJ）
→質の向上と利用環境整備を目標に掲げ、達成見込み（要評価）
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産構審・JISC合同会議における審議の状況

 毎年度、産構審と日本工業標準調査会（JISC）の合同会議を開催し、取組実績の評価、翌年度の取組方針に
ついて審議（PDCA）。
委員長 ： 日髙 邦彦（東京大学大学院 工学系研究科 電気系工学専攻 教授）
委員数 ： 17名（委員長を含む）

 直近の審議会（平成30年2月開催）では、第２期知的基盤整備計画の終期（平成32年度末）が迫っているこ
とを受け、第3期計画の在り方について審議。

 審議会では、3分野それぞれの最近の知的基盤の活用事例を報告し、それらの事例から見える6つの論点（産業構
造の変化やグローバル化への対応、中小企業振興・支援等）を事務局で整理・紹介し、有識者により議論。

⑴ 最近の知的基盤のユーザーが研究者や特定産業のみならず地域活性化の取組や、中小企業、自治体などに広
がりを見せていること

⑵ 防災・減災といった従来の社会ニーズに加え、第4次産業革命下の新たなニーズにも的確に応えていること

上記実態を踏まえ、知的基盤の整備とアップデートを継続しつつ、知的基盤の活用促進をより重視・強化する形で、第
３期計画策定に向けた検討を進めることとなった。

【審議結果】
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【整備状況】
－数値目標を達成。物理標準297種類、標準物質296種類を整備。

【成果の利活用事例】
・４万分の１ミリメートル刻みのミクロの「ものさし（物理標準）」を開発。
→ナノテク製品の半導体回路を正確に検査でき、欠陥品を減らせる。

・２５００℃の高温標準（再現性０．２℃）を開発。
→鉄鋼プロセスの温度管理が向上しエネルギー効率の向上

【整備状況】
－数値目標をほぼ達成。
２０万分の１地質図幅を整備。

【成果の利活用事例】
・地質関連ＤＢ：アクセス件数 約５９３万件以上（年間）
・海底地質情報を基に大陸棚限界延長申請を国連に提出。
→認められれば、日本国土の約２倍領土獲得（海底資源の主権的権利獲得）

【整備状況】
－数値目標を達成。 化学物質管理法令等の対象物質5,415物質の
ハザードデータベース（有害性情報、暴露情報）を整備。

【成果の利活用事例】
・化学物質ハザードＤＢ：アクセス件数 約９８４万件以上（年間）
環境管理への投資が困難な中小事業者に対する有効な支援策となっている。

【整備状況】
－人間特性ＤＢ：寸法・形態43,500人、動態・感覚3,900人
データ
－製品事故情報ＤＢ：27,463件の事故情報を収集公開。

【成果の利活用事例】
・人間特性ＤＢ ： 使い勝手の良い製品設計等の基礎データとして活用。
・製品事故ＤＢ ： アクセス件数 約４４５万件以上（年間）。

事故原因を究明し製品事故の未然防止・再発防止に貢献。

【整備状況】
－数値目標をほぼ達成。
微生物を約64,889株、ＤＮＡクローンを約73,474整備

【成果の利活用事例】
・JIS等の検定菌として利用されている他、産業利用等を目的とした研究材料
として提供（約８，０００株/年）
・海外探索で得られた株（約30,000株）を国内企業に提供

【整備状況】
－約29万種のガラスに関し、約84万件の物性・構造値データ
を収集し、データベースに追加。

－ファインセラミックスの試験評価方法のＩＳＯ提案

【成果の利活用事例】 データベースを活用して光学レンズ、
新規ディスプレイ用ガラス等の研究開発の促進に貢献

計量標準 目標：計量標準、標準物質各250程度整備

地質情報 目標：20万分の１地質図幅の全国カバー等

化学物質安全管理 目標：4800物質程度の有害性等情報の整備

生活・安全 目標：人間特性データベース等の整備

生物遺伝資源情報 目標：微生物約7万程度等を収集

材料 目標：ガラス・データベースの整備等

［米国］ 物理標準約６００、標準物質約４００整備
（日本で整備した計量標準は、米国で整備した計量標準を殆どカバー出来ている。）

［米国］ １０，３５５物質のハザードデータベースを整備

第一期知的基盤整備計画（平成13～22年度）のレビュー

※本資料は、平成24年4月25日開催第1回知的基盤特委の資料として使用されたもの。
平成30年2月20日開催 第9回知的基盤小委資料への再掲に続き、今回も再掲した。なお、再掲に当たり一部体裁を改変した。 4




















